
Ⅱ 安心して暮らせるしまね

２．健康づくりと福祉の充実
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

51 ☆ 障がい者自立支援特 1,389,662 ○障がい者の地域における自立に向けた環境の 1,389,662 ○要求どおり 健康福祉部

一部 別対策事業 整備等 [障がい福祉課]

経対 （障害者自立支援対 ①福祉・介護職員の賃金引上げ等に取り組む [地域福祉課]

策臨時特例基金） 事業者へ助成金を交付 [高齢者福祉課]

②新体系サービスで必要となる施設改修に係

る経費の一部を補助

③新体系へ移行した事業者の報酬が移行前の

報酬を下回る場合に差額を助成

④重度障がい者訪問介護の利用促進を図るた

め、国庫負担基準額を超過する市町村の経

費負担の一部を補助

⑤福祉人材センターにキャリア支援専門員を

配置し、求職者への福祉職場の紹介など円

滑な就労・定着を支援

⑥介護福祉士の養成校の教員等が福祉・介護

施設等への介護技術に関する巡回・訪問研

修により職員の資質の向上及び職場定着を

支援

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

52 ☆ 障がい者の自立に向 872,549 ○障がい者の地域における自立に向けた支援 874,097 ○単価の見直しによる 健康福祉部

けた特別支援事業 ①地域生活移行支援 [障がい福祉課]

・相談支援体制の充実 [健康推進課]

・生活の場の確保 商工労働部

・就労訓練・活動の場の充実 [雇用政策課]

・施設外就労促進費の助成

・特例子会社の設立支援

・障がい者を対象にした職業訓練の実施

・地域生活移行・地域生活支援の充実

②極めて重度の障がい児（者）への支援強化

・サービス拠点確保・在宅サービス充実

・在宅重症難病患者に対する一時入院の支援

・強度行動障がい者への支援の充実

・障がい児（者）の治療費用の負担軽減

③制度の狭間にある障がい者に対する支援

・発達障がい者支援

・高次脳機能障がい者支援

53 経対 社会福祉施設整備事 356,709 ○耐震化及び消防法令改正に伴うスプリンクラ 356,709 ○要求どおり 健康福祉部

業（社会福祉施設等 ーの整備に係る経費の一部を補助 [障がい福祉課]

耐震化等臨時特例基 ・実施箇所

金） 障がい者施設

・補助率 ３／４

【事業期間】 Ｈ２１～Ｈ２３



Ⅱ 安心して暮らせるしまね

２．健康づくりと福祉の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

54 経対 介護職員処遇改善事 1,755,382 ○介護保険事業所における介護職員の処遇改善 1,755,434 ○単価の見直しによる 健康福祉部

業 などに取り組む事業者を支援 [高齢者福祉課]

（介護職員処遇改善 ①介護職員の処遇改善

等臨時特例基金） ・介護職員の賃金の引上げ等に取り組む介護

保険事業所へ交付金を交付

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

②介護施設開設等経費助成事業

・介護施設の開設等経費の助成

・施設用地確保経費を助成

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

55 経対 介護拠点等の緊急整 2,515,183 ○小規模特別養護老人ホーム等の整備、当該施 2,515,183 ○要求どおり 健康福祉部

備事業 設の改修及びスプリンクラー等の設置にかか [高齢者福祉課]

（介護基盤緊急整備 る経費の一部を補助

等臨時特例基金） ①施設整備

・対象施設：小規模特別養護老人ホーム

認知症高齢者グループホーム等

②防災補強等改修

・対象施設：小規模特別養護老人ホーム

認知症高齢者グループホーム等

③ユニット化改修

・対象施設：特別養護老人ホーム等

④スプリンクラー等整備

・対象施設：特別養護老人ホーム

介護老人保健施設

認知症高齢者グループホーム等

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

56 経対 地域自殺対策緊急強 44,584 ○自殺予防のための広報啓発、電話相談員等の 44,584 ○要求どおり 健康福祉部

化事業 養成などを実施 [障がい福祉課]

（地域自殺対策緊急 【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

強化基金）



Ⅱ 安心して暮らせるしまね

２．健康づくりと福祉の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

57 経対 住まい対策事業 192,081 ○離職者等に対する「住まい対策の拡充」とし 192,081 ○要求どおり 健康福祉部

（緊急雇用創出事業 て市町村及び島根県社会福祉協議会が実施す [地域福祉課]

臨時特例基金） る事業に対し補助

①住宅手当緊急特別措置事業

離職者で住宅を喪失している者等に、最長

９ヶ月の住宅手当を支給

②生活保護受給者に対する就労支援事業

福祉事務所に就労支援員を配置するなど支

援体制を整備

③生活福祉資金相談員配置

生活福祉資金貸付事業による支援体制強化

のため県社会福祉協議会及び市町村社会福

祉協議会に相談員を配置

58 新規 しまね流安心生活創 300,000 ○それぞれの地域課題に応じた地域支え合いの 300,000 ○要求どおり 健康福祉部

経対 造プロジェクト推進 仕組を構築するため、これまでの自治会区小 [地域福祉課]

事業（介護基盤緊急 地域福祉活動の成果を踏まえ、島根県社会福

整備等臨時特例基 祉協議会を中心に、組織づくり・活動づくり

金） ・人づくり等を支援

59 一部 特定疾患治療研究事 774,806 ○難病のうち特定疾患（５６疾患）に対する医 774,806 ○要求どおり 健康福祉部

経対 業 療費助成 [健康推進課]

[負担割合] 国１／２、県１／２

60 ☆ 在宅重症難病患者一 10,506 ○人工呼吸器装着等重症難病患者の介護負担軽 10,506 ○要求どおり 健康福祉部

時入院支援事業 減のため、一時的な入院を支援［再掲］ [健康推進課]

・重症難病患者一時入院実施医療機関へ委託

患者一人あたり年間２８日を限度

[負担割合] 国１／２、県１／２

61 経対 介護職員等たんの吸 18,900 ○在宅、特別養護老人ホーム、障がい者（児） 18,900 ○要求どおり 健康福祉部

引等研修事業 施設等において看護職員と介護職員等が連携 [高齢者福祉課]

・協働し、医療的ケアを提供するための研修

の実施



Ⅱ 安心して暮らせるしまね

２．健康づくりと福祉の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

62 経対 子宮頸がん等ワクチ 498,211 ○市町村が実施する子宮頸がん予防ワクチン、 498,211 ○要求どおり 健康福祉部

ン接種事業 ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクチンの接 [薬事衛生課]

（子宮頸がん予防ワ 種事業に対し補助

クチン等接種緊急促 ・補助率 １／２

進基金） （国１／２・市町村１／２）

【事業期間】 Ｈ２２～Ｈ２３

63 経対 しまね長寿の住まい 159,600 ○既存住宅のバリアフリー改修をする住宅所有 159,600 ○要求どおり 土木部

リフォーム助成事業 者に対し、改修工事費の一部を助成 ［建築住宅課］

・島根県建築住宅センターに基金造成した事

業の助成枠の拡充


